
第２期愛知県循環器病対策推進計画関連施策（事業・取組）一覧

基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

食生活改善のための啓発や栄養バランスのよい食
習慣へ県民を自然に導くために、飲食提供施設の
事業者等と連携した食環境整備の推進を図る。

・県内各保健所において飲食提供施設の事業者等
に対して、地域の実情に合った栄養バランス確保
の手法等、自発的な食生活改善のための取組を促
すための研修会を開催。
・食の関係団体等が、既存の事業等で連携して継
続的な食生活改善をサポートする、食の健康チャ
レンジプロジェクトの実施。
（９月を取組の強化月間とし、関係する団体等が
連携し健康に配慮した商品の開発等）

・県内各保健所において、栄養成分表示または健
康に関する情報提供等に取組む「食育推進協力
店」の増加を図り、県民に対して適切な栄養摂取
に関する普及啓発を実施。
・食環境整備のモデル的な取組として、産学官が
連携し健康に配慮した商品の開発及び提供を実
施。

・県内各保健所において、栄養成分表示または健
康に関する情報提供等に取組む「食育推進協力
店」の増加を図り、県民に対して適切な栄養摂取
に関する普及啓発を実施。
・食生活改善普及運動及び健康増進普及月間に合
わせ、減塩や野菜摂取に関する啓発物配布等によ
る普及啓発を実施。
・食環境整備の取組として、飲食提供施設に対し
て健康に配慮したメニューの開発や提供等の取組
支援の実施。

・県内各保健所において、栄養成分表示または健
康に関する情報提供等に取組む「食育推進協力
店」の増加を図り、県民に対して適切な栄養摂取
に関する普及啓発を実施。
・食育推進協力店に対して、健康に対して健康に
配慮したメニュー提供の区分を新設。
・飲食提供施設（事業所社員食堂等）利用者の野
菜摂取機会の増加及びバランスの良い食事の提供
に向けて、施設の取組状況に合わせて食環境づく
りを支援。
・食生活改善普及運動及び健康増進普及月間に合
わせ、野菜摂取等に関する啓発物配布等による普
及啓発を実施。

喫煙・受動喫煙対策を推進するために、喫煙の健
康影響に関する普及啓発、未成年者への喫煙防止
対策、望まない受動喫煙を防止する環境づくり、
禁煙希望者への禁煙支援、たばこ対策を実施する
指導者の養成を行う。

・世界禁煙デーと禁煙週間にあわせて、県庁や保
健所で看板やのぼりの掲示、啓発物の配布、ラジ
オ番組による啓発を実施。
・県内各保健所において、学校等と協力し未成年
者の喫煙防止に向けた健康教育や普及啓発を実
施。（コロナにより中止あり）
・企業、医療保険者、自治体職員等を対象に、加
熱式たばこ等のたばこ最新情報や新型コロナウイ
ルス感染症と喫煙の関係、オンライン診療等の禁
煙支援に関するたばこ対策指導者養成研修会を開
催。
　開催日：令和3年6月24日　申込者:66人
・受動喫煙対策やCOPDに関する研修会を開催。
　開催日：令和3年12月8日　申込者105人
・改正健康増進法（望まない受動喫煙の防止）に
伴う新制度の周知啓発、相談・通報対応を実施。

・世界禁煙デーと禁煙週間にあわせて、県庁や保
健所で看板やのぼりの掲示、啓発物の配布、ラジ
オ番組による啓発を実施。
 
・企業、医療保険者、自治体職員等を対象に、禁
煙支援に関するたばこ対策指導者養成研修会を開
催(ＷＥＢ):77名受講【テーマ：動機付け面接を
活かした禁煙支援】

・受動喫煙対策及びCOPDに関する研修会を開催
(ＷＥＢ)：83名受講

・世界禁煙デーと禁煙週間にあわせて、県庁や保
健所で看板やのぼりの掲示、啓発物の配布、ラジ
オ番組による啓発を実施。
 
・企業、医療保険者、自治体職員等を対象に、禁
煙支援に関するたばこ対策指導者養成研修会を開
催(ＷＥＢ):107名受講【テーマ：職場における受
動喫煙対策】

・受動喫煙対策及びCOPDに関する研修会を開催
（現地）：44名受講

学童期から思春期の児童生徒に対する生活習慣病
予防のための知識や技術の普及を目的として、地
域及び学校教諭を対象とした研修会を開催する。

・子どもの成長に合わせて健康的な生活習慣獲得
を促すために必要な知識や活用できる教材の紹
介、保護者支援や地域保健と学校保健の連携に関
する研修会を開催。（動画配信型研修）
　開催日：令和3年7月21日から9月1日まで、申込
者：115人、視聴回数：167回

・子どもの成長に合わせて健康的な生活習慣獲得
を促すために必要な知識や活用できる教材の紹
介、保護者支援や地域保健と学校保健の連携に関
する研修会を開催。（動画配信型研修）
　開催日：令和4年11月18日から12月23日まで

・子どもの成長に合わせて健康的な生活習慣獲得
を促すために必要な知識や活用できる教材の紹
介、保護者支援や地域保健と学校保健の連携に関
する研修会を開催。（動画配信型研修）
　開催日：令和5年12月15日から令和6年1月19日
まで

働く世代の健康づくりの促進のために、健康経営
を推進する企業を支援する。

・企業の健康経営を推進するための方策を検討す
る愛知県健康経営促進検討会議の開催。　開催
日：令和3年12月
・ 健康経営支援ポータルサイト「あいち健康経
営ネット」の運営。
「愛知県健康経営推進企業」登録数571法人（令
和4年3月末現在）の健康経営に関する取組や、健
康づくりに役立つ各種情報を紹介。
・「あいち健康経営アワード 2021」の開催。
「愛知県健康経営推進企業」の登録企業のうち、
優れた取組を実施する法人を表彰。
　募集期限：令和4年3月11日まで　表彰式：令和
4年9月1日
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」の配信。
 利用企業・団体数：558企業団体、ダウンロード
数：23,502 回（令和4年3月末現在）

・企業の健康経営を推進するための方策を検討す
る愛知県健康経営促進検討会議の開催。　開催
日：令和5年2月（書面開催）
・ 健康経営支援ポータルサイト「あいち健康経
営ネット」の運営。
「愛知県健康経営推進企業」登録数法人658件
（令和5年3月31日現在）の健康経営に関する取組
や、健康づくりに役立つ各種情報を紹介。
・「あいち健康経営アワード 2022」の開催。
「愛知県健康経営推進企業」の登録企業のうち、
優れた取組を実施する法人を表彰。
　募集期限：令和5年3月10日まで　表彰式：令和
5年9月6日
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」の配信。
 利用企業・団体数：730企業団体、ダウンロード
数：41,828 回（令和5年3月末時点）

・企業の健康経営を推進するための方策を検討す
る愛知県健康経営促進検討会議の開催。　開催
日：令和6年3月25日（オンライン開催）
・ 健康経営支援ポータルサイト「あいち健康経
営ネット」の運営。
「愛知県健康経営推進企業」登録数法人749件
（令和6年3月31日現在）の健康経営に関する取組
や、健康づくりに役立つ各種情報を紹介。
・「あいち健康経営アワード 2023」の開催。
「愛知県健康経営推進企業」の登録企業のうち、
優れた取組を実施する法人を表彰。
　募集期限：令和6年3月15日まで　表彰式：令和
6年10月23日
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」の配信。
 利用企業・団体数：832 企業団体、ダウンロー
ド数：58,083 回（令和6年3月末時点）
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基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

地域保健と職域保健が連携・協力し、それぞれの
機関が有する健康教育･健康相談･健康情報等を共
有し、健康課題解決のため、より効果的・効率的
な保健事業を展開する体制づくりを行う。（地
域・職域連携推進事業）

・基幹的保健所等において、二次医療圏固有の健
康課題の明確化、各構成機関・団体の担える役割
や取組内容、連携して行う事業の企画・実施・評
価等に関する意見交換等を実施。（コロナのた
め、中止・縮小あり）
・医療保険者から提供された特定健康診査等デー
タから健康課題を分析し県内市町村等へ還元する
ことで、市町村や各団体での健康施策の実施、健
康課題解決のための取組を促進。
　分析内容等に関する検討会：10月(ヒアリン
グ）、令和4年1月20日
　分析結果の活用に係る講習会：令和4年3月【録
画配信】視聴回数：60回

・基幹的保健所等において、二次医療圏固有の健
康課題の明確化、各構成機関・団体の担える役割
や取組内容、連携して行う事業の企画・実施・評
価等に関する意見交換等を実施。（コロナのた
め、中止・縮小あり）
・医療保険者から提供された特定健康診査等デー
タから健康課題を分析し県内市町村等へ還元する
ことで、市町村や各団体での健康施策の実施、健
康課題解決のための取組を促進。
　分析内容等に関する検討会：11月(ヒアリン
グ）、1月
　分析結果の活用に係る講習会：令和5年3月

・基幹的保健所等において、二次医療圏固有の健
康課題の明確化、各構成機関・団体の担える役割
や取組内容、連携して行う事業の企画・実施・評
価等に関する意見交換等を実施。
・医療保険者から提供された特定健康診査等デー
タから健康課題を分析し県内市町村等へ還元する
ことで、市町村や各団体での健康施策の実施、健
康課題解決のための取組を促進。
　分析内容等に関する検討会：11月(ヒアリン
グ）、1月
　分析結果の活用に係る講習会：令和6年3月

企業・行政・関係団体等が連携し、県民が健康づ
くりに繋がる取組を実践することでポイントを貯
め、一定以上のポイントを獲得した者に、県内の
協力店で様々なサービスが受けられる「あいち健
康づくり応援カード～MyCa（まいか）～」（優待
カード）を交付する。

・54市町村と協働実施。
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」による運用も実施。（アプリ導入市町村：25
町村）
　優待カード発行:30,149枚（令和3年度）
　協力店:1,923店舗（令和4年3月31日現在)

・54市町村と協働実施。
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」による運用も実施。（アプリ導入市町村：27
町村）
　優待カード発行:34,016枚
　協力店:2,353店舗（令和5年3月末時点)

・54市町村と協働実施。
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」による運用も実施。（アプリ導入市町村：31
市町村）
　優待カード発行:37,472枚
　協力店:2,433店舗（2024年3月末時点)

アルコールに関する正しい知識の普及と相談窓口
の周知を実施する。

リーフレットやWebページによる啓発を実施。 リーフレットやWebページによる啓発を実施。 リーフレットやWebページによる啓発を実施。

歯科診療所に来院する喫煙患者に対して適切な禁
煙支援を行い禁煙者の増加を図る。（愛知県歯科
医師会委託）

・歯科医療関係者対象の禁煙支援に関する研修の
開催。
・歯科診療所で活用するポスター・リーフレット
等を作成。

・歯科医療関係者対象の禁煙支援に関する研修の
開催。3回254人
・歯科診療所で活用する指導用媒体等を作成。

・歯科医療関係者対象の禁煙支援に関する研修の
開催。2回180人
・歯科診療所で活用する指導用媒体等を作成。

・歯科保健医療関係者対象の禁煙支援に関する研
修の開催。（200人）
・歯科診療所で活用する指導用媒体等を作成。

若い世代に働きかけ、生涯良好な口腔環境をはじ
めとした生活習慣の維持を促進する。（愛知県歯
科医師会委託）

・大学生、専門学校生対象の生活習慣調査及び歯
科検診の実施。
・大学、専門学校における出前講座の実施。

・大学生等対象の生活習慣調査及び歯科健診、出
前講座の実施。歯科健診：1施設388人、出前講
座：4施設403人
・歯科健診啓発の動画及びチラシを作成、成人式
等で配布。

・若い世代の歯科保健課題の共有、効果的な啓発
方法、研修企画を検討する会議の開催。
・若い世代に適した歯科保健指導、高校生から成
人期の啓発事例を共有する研修の開催。2回180名
・啓発媒体（動画、リーフレット等）の作成・配
布。

・若い世代の歯科保健課題の共有、効果的な啓発
方法、研修企画を検討する会議の開催。（3回）
・若い世代に適した歯科保健指導、高校生から成
人期の啓発事例を共有する研修の開催。
・啓発媒体（動画、リーフレット等）の作成・配
布。

地域・職域保健関係者と連携し、歯と口の健康管
理の支援体制の充実を図る。（愛知県歯科医師会
委託）

・保健事業企画担当者、保健指導担当者、歯科医
療関係者対象の研修会の開催。
・事業企画及び事業評価検討委員会の開催。
・保健指導媒体及び手引書の作成・配布。

・保健事業企画担当者、保健指導担当者、歯科医
療関係者対象の研修会の開催。7回388人
・事業企画及び事業評価検討委員会の開催。
・歯科健診啓発の事業所等向け手引書及びチラシ
を作成・配布。

・保健事業企画担当者、保健指導担当者、歯科医
療関係者対象の研修会の開催。5回281名
・事業企画及び事業評価検討委員会の開催。
・歯科健診啓発の事業所等向け手引書及びチラシ
を作成・配布。
・歯科健診の標準化に向けた歯科医師用手引書の
作成。

・保健事業企画担当者、保健指導担当者、歯科医
療関係者対象の研修会の開催。(5回)
・事業企画及び事業評価検討委員会の開催。(4
回)
・歯科健診の標準化に向けた手引書の作成・配
布。

健康づくりに関する知識の普及のために、県内各
地域で健康教育講座を開催するとともに、健康情
報ポータルサイト「あいち健康ナビ」により健康
情報を発信する。（愛知県医師会委託）

・あいち健康ナビにおいて、健康教育講座の動画
や、健康づくりに関するセミナーやイベント情報
等の情報発信を実施。

・あいち健康ナビにおいて、健康教育講座の動画
や、健康づくりに関するセミナーやイベント情報
等の情報発信を実施。

・あいち健康ナビにおいて、健康教育講座の動画
や、健康づくりに関するセミナーやイベント情報
等の情報発信を実施。
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防や管理についての啓発の

実施

・こどもの頃からの健康的

な生活習慣や循環器病など

生活習慣病予防についての

知識の普及

・働く世代などへの啓発を

実施

・食生活や運動などの健康

づくりに取り組みやすい自

然に健康になれる環境の整

備

・循環器病の初期症状や発

症時の対応等に関する啓発

を実施

2



基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

＜啓発＞
・啓発グッズの作成、配布。（4,000個配布）
・大型小売店舗等でのポスター掲示
＜人材育成（研修会）＞
・令和5年10月20日から11月24日まで（知識・技
術編）【録画動画配信】397人修了証交付
・令和5年12月15日（事業運営編）【ライブ配
信】59人修了証交付

＜調査等＞
・市町村国保における特定健診・特定保健指導の
実施率向上を図るため、令和5～7年度の3カ年で
特定健診等実施率向上事業を実施。（10市町村に
対し現状分析・実施率向上策提案を実施。うち5
市町村に対し実施率向上策実行のための個別支
援）

＜調査等＞
・市町村国保における特定健診・特定保健指導の
実施率向上を図るため、令和5～7年度の3カ年で
特定健診等実施率向上事業を実施。（令和5年度
に個別支援を実施した5市町村に対するフォロー
アップの実施）
・40歳未満の国保被保険者の健康の保持増進を図
り、市町村国保の生活習慣病対策を推進し、特定
健診等実施率向上に寄与するため、40歳未満の健
診情報を活用した特定健診等実施率向上事業を実
施。

国民健康保険の保険者である市町村が実施する糖
尿病性腎症重症化予防の取組の推進

糖尿病性腎症重症化予防の取組を推進していくた
め、愛知県糖尿病性腎症重症化予防プログラムの
改定。

・糖尿病性腎症重症化予防推進事業担当者を対象
とした、糖尿病性腎症重症化予防推進研修会の開
催。
第1回：令和4年11月24日から令和5年1月13日まで
（知識編）【録画動画配信】　159人受講
第2回：令和5年1月13日（実務編）【集合開催】
77人受講

・糖尿病性腎症重症化予防推進事業担当者を対象
とした、糖尿病性腎症重症化予防推進研修会の開
催。
第1回：令和5年11月24日から令和6年1月12日まで
（知識編）【録画動画配信】　178人受講
第2回：令和6年1月12日（実務編）【集合開催】
77人受講

・糖尿病性腎症重症化予防推進事業担当者を対象
とした、糖尿病性腎症重症化予防推進研修会の開
催予定。（第1回：令和6年11月頃、第2回：令和7
年2月頃）
・糖尿病性腎症重症化予防の取組を推進していく
ため、愛知県糖尿病性腎症重症化予防プログラム
の改定予定。

「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準
（実施基準）」を定めて運用することにより、消
防機関による救急搬送及び医療機関による当該傷
病者の受入れの迅速かつ適切な実施を図る

救急搬送及び医療機関による当該傷病者の受入れ
の迅速かつ適切な実施を図るため、救急搬送対策
協議会を毎年度開催し、実施基準の運用状況の検
証を行っており、本年度も12月と3月に開催。

救急搬送及び医療機関による当該傷病者の受入れ
の迅速かつ適切な実施を図るため、救急搬送対策
協議会を毎年度開催し、実施基準の運用状況の検
証を行っており、本年度も12月と3月に開催。
（第１回：12/２）（第２回：３/24）

救急搬送及び医療機関による当該傷病者の受入れ
の迅速かつ適切な実施を図るため、救急搬送対策
協議会を毎年度開催し、実施基準の運用状況の検
証を行っており、本年度も12月と3月に開催。
（第１回：12/19）（第２回：３/25）

救急救命士の計画的な養成及び医師による常時指
示体制の確立等により、メディカルコントロール
体制の構築を図る

メディカルコントロール体制を構築するため、救
急業務高度化推進協議会を毎年度開催し、心肺蘇
生法プロトコールの見直しや救急救命士の養成等
を行っており、本年度も9月と3月に開催。

メディカルコントロール体制を構築するため、救
急業務高度化推進協議会を毎年度開催し、心肺蘇
生法プロトコールの見直しや救急救命士の養成等
を行っており、本年度も10月と３月に開催。(第
１回：10/31)（第２回：３/22）

メディカルコントロール体制を構築するため、救
急業務高度化推進協議会を毎年度開催し、心肺蘇
生法プロトコールの見直しや救急救命士の養成等
を行っており、本年度も10月と３月に開催。(第
１回：10/20)（第２回：３/18）

Ⅱ（１）
①救急搬送体制
の整備

・「傷病者の搬送及び受入れ
の実施に関する基準」の運用
状況について、必要に応じて
見直しを実施
・救急救命士を含めた救急隊
員の資質向上のための取組
や、メディカルコントロール
体制の構築の推進
・消防機関等で実施されてい
る県民向けの応急手当に関す
る知識や技術普及のための取
組の推進

＜啓発＞
・医療保険者団体3団体と協働し、啓発グッズの
作成、配布。（約2万1千部配布）
・特定健診・特定保健指導受診勧奨動画の作成と
配信。（明治安田生命保険相互会社名古屋本部及
び株式会社名古屋グランパスエイトとの共同制
作）
＜人材育成（研修会）＞
・令和3年11月12日から12月17日（知識・技術
編）【録画動画配信】
・令和3年12月17日（事業運営編）【ライブ配
信】
＜調査等＞
・市町村国保を対象とした実施状況調査や好事例
の把握・紹介。

＜啓発＞
・医療保険者団体3団体と協働し、啓発グッズの
作成、配布。（約3万3千部配布）
・特定健診を含む各種健(検)診啓発として、映画
「Dr.コトー診療所」とのタイアップポスターの
作成、配布。（約700枚配布）
＜人材育成（研修会）＞
・令和4年10月21日から11月25日まで（知識・技
術編）【録画動画配信】
　　　　216人修了証交付
・令和4年12月7日（事業運営編）【ライブ配信】
　　　　 51人修了証交付
＜調査等＞
・市町村国保における特定健診・特定保健指導の
推進を図るための特定健診・特定保健指導事例集
の改定。

特定健康診査・特定保健指導の実施率向上のため
の取組
・毎年６月を「特定健診・特定保健指導普及啓発
強化月間」とし、県内の医療保険者や企業等と協
力し受診率向上のための普及啓発を行う。
・特定健康診査・特定保健指導を効果的に実施で
きるよう、健診の従事者や企画担当者を対象に研
修会を開催する。
・市町村国保を対象とした調査等

Ⅰ（２）

健診の推進

・特定健康診査・特定保健

指導の実施率向上のための

啓発や、特定健康診査等に

従事する人材の資質向上に

係る取組の推進

・健診結果等を活用した生

活習慣病の発症予防・再発

予防・重症化予防のための

取組の推進

・新型コロナウイルス感染

症等の感染症発生・まん延

時や災害時に必要とされた

健（検）診の受診や、必要

な医療機関受診を控えるこ

とがないよう関係機関と連

携した啓発を実施

3



基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

回復期病床整備事業の実施
回復期病床（回復期リハビリテーション病棟及び
地域包括ケア病棟など）の新設・転換するために
必要となる施設・設備整備への助成。

回復期病床（回復期リハビリテーション病棟及び
地域包括ケア病棟など）の新設・転換するために
必要となる施設・設備整備への助成。

回復期病床（回復期リハビリテーション病棟及び
地域包括ケア病棟など）の新設・転換するために
必要となる施設・設備整備への助成。

県内の在宅医療関係者で構成する在宅医療推進協
議会の開催

県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療に関
する課題、対策等を検討する会議を令和4年2月に
開催。

県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療に関
する課題、対策等を検討する会議を令和5年2月に
開催。
令和5年2月1日（1回）

県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療に関
する課題、対策等を検討する会議を開催。
令和5年8月8日、令和6年1月23日（2回）

在宅医療を支える医療従事者の確保、育成を推進
するため、地域の医師等を対象とした研修会の開
催

地域の医師を始めとした医療介護従事者に対し、
在宅医療を導入・継続する上で必要な技術や知識
の習得に係る研修を全県レベルで実施し、在宅医
療関連の医療資源の増加及び強化を図ることによ
り、本県における在宅医療提供基盤の拡充を図っ
た。
・せん妄対策研修会：令和3年11月3日、令和4年1
月22日
・摂食・嚥下機能支援に関する研修会：令和3年
12月18日、令和4年1月10日、2月19日

地域の医師を始めとした医療介護従事者に対し、
在宅医療を導入・継続する上で必要な技術や知識
の習得に係る研修を全県レベルで実施し、在宅医
療関連の医療資源の増加及び強化を図ることによ
り、本県における在宅医療提供基盤の拡充を図
る。
・せん妄対策研修会：令和4年10月2日（20名）、
令和4年11月12日（18名）
・摂食・嚥下機能支援に関する研修会：令和5年1
月29日（46名）、2月12日（53名）、2月26日（62
名）

地域の医師を始めとした医療介護従事者に対し、
在宅医療を導入・継続する上で必要な技術や知識
の習得に係る研修を全県レベルで実施し、在宅医
療関連の医療資源の増加及び強化を図ることによ
り、本県における在宅医療提供基盤の拡充を図
る。
・せん妄対策研修会：令和5年9月9日（17名）、
令和5年9月24日（15名）
・摂食・嚥下機能支援に関する研修会：令和6年1
月27日（129名）

リハビリテーション情報センター事業

愛知県内リハビリテーション実施施設の情報発
信、リハビリテーション専門職の就業相談、電話
による相談、啓発冊子の配布、動画の作成・公
開、地域ネットワークの形成支援などを実施。

愛知県内リハビリテーション実施施設の情報発
信、リハビリテーション専門職の就業相談、電話
による相談、啓発冊子の配布、動画の作成・公
開、地域ネットワークの形成支援などを実施。
・電話相談：計27回

愛知県内リハビリテーション実施施設の情報発
信、リハビリテーション専門職の就業相談、電話
による相談、啓発冊子の配布、動画の作成・公
開、地域ネットワークの形成支援などを実施。
・電話相談：計25回

薬剤師在宅医療対応研修
薬剤師として在宅医療に必要な知識及びノウハウ
を習得するための研修会を開催する。（愛知県薬
剤師会委託）

・医療専門職がそれぞれの専門分野を生かして連
携し、質の高い医療を実現するため、在宅医療に
必要な知識や能力を習得する研修を実施。【多職
種連携力向上研修：2回】
・医薬品の影響を加味した上で栄養状態改善の提
案をできる能力を習得するための研修を実施。
【栄養評価研修：1回】
・在宅寝たきり高齢者に対しては、褥瘡への対応
が重要な課題となることから、褥瘡対応への知
識・技能を習得するための研修を実施。【褥瘡研
修：3回】
・チーム医療の一員として積極的な薬剤選択の提
案を行なうことができるよう、フィジカルアセス
メント能力の向上を図るための研修を実施。
【フィジカルアセスメント研修：2回】

・【多職種連携力向上研修】11月に2回実施済

・【栄養評価研修】11月に1回実施済

・【褥瘡研修】7月、10月、1月に各1回実施済

・【フィジカルアセスメント研修】2月に2回実施
済

・【多職種連携力向上研修】10月、1月に実施済

・【栄養評価研修】２月に1回実施済

・【褥瘡研修】7月、9月、1月に各1回実施済

・【フィジカルアセスメント研修】12月に2回実
施済

・【多職種連携力向上研修】2回実施予定（10
月、1月）

・【栄養評価研修】1回実施予定（2月）

・【褥瘡研修】3回実施予定（7月、8月、11～3
月）

・【小児薬物療法研修】1回実施予定（11月）

・【医療用麻薬適正使用推進研修】1回実施予定
（8月）

・【薬物レビュー研修】1回実施予定（9月）

病院と歯科診療所が連携し、入院中から退院後も
切れ目なく口腔健康管理を行う体制を構築する。
（愛知県歯科医師会委託）

・病院関係者及び在宅歯科医療従事者対象の研修
の開催。

・病院関係者及び在宅歯科医療従事者対象の研修
の開催。12回178名

・病院関係者及び在宅歯科医療従事者対象の研修
の開催。10回257名

・病院関係者及び在宅歯科医療従事者対象の研修
の開催。（11回）

専門技術、医療・介護の幅広い知識を持ち、多職
種の役割を理解した上で連携・調整を図ることが
できる歯科衛生士及び地区リーダーを養成する。
（愛知県歯科衛生士会委託）

・初心者、従事予定者対象の基礎研修の開催。
・基礎研修受講者対象の実践研修（技術演習を含
む）の開催。
・研修受講者対象の多職種連携の課題に関する追
跡調査を実施。

・歯科衛生士対象の基礎研修、実践研修の開催。
6回171名
・地区リーダー養成のための実地研修の開催。3
地区
・地区別人材リストの整備。31名

・歯科衛生士対象の基礎研修、実践研修の開催。
6回179名
・地区リーダー養成のための実地研修の開催。3
地区
・地区別人材リストの整備。

・歯科衛生士対象の基礎研修、実践研修の開催。
（6回）
・地区リーダー養成のための実地研修の開催。
（3地区）
・地区別人材リストの整備。

愛知県歯科医師会内に在宅歯科医療連携室を設置
し、歯科衛生士の派遣や在宅歯科診療に関する情
報提供を行う。（愛知県歯科医師会委託）

・歯科診療所、居宅又は介護施設に登録歯科衛生
士が出向き、口腔ケア等の技術指導を実施。
・歯科医師及び介護施設等の依頼により登録歯科
衛生士を派遣し、介護を行う家族及び施設職員等
に口腔ケアに関する講義を実施。
・在宅歯科診療に関する情報提供を実施。

・在宅歯科医療に関わる施設等と連携強化を図る
ための情報収集、技術指導、相談窓口の設置。技
術指導等51件

・在宅歯科医療に関わる施設等と連携強化を図る
ための情報収集、技術指導、相談窓口の設置。技
術指導等34件

・在宅歯科医療に関わる施設等と連携強化を図る
ための情報収集、技術指導、相談窓口の設置。技
術指導等の実施。

地域包括ケアの推進

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。
（全８回実施）
・入退院支援ルール策定を目的としたモデル事業
を３ヵ年（令和３年度～令和５年度）にわたって
実施。（全９回実施）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（全２回実施）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（１回実施）

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。(8
回　延1,835名参加）
・入退院支援ルール策定を目的としたモデル事業
を３ヵ年（令和３年度～令和５年度）にわたって
実施。(9回　延363名参加）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（2回）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（1回　136名参加）

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。(8
回　延1,263名参加）
・入退院支援ルール策定を目的としたモデル事業
を３ヵ年（令和３年度～令和５年度）にわたって
実施。(9回　延340名参加）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（2回　延145名参加）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（1回　99名参加）

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。(8
回程度　延1,263名参加）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（2回　延145名参加）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（1回　99名参加）

Ⅱ（１）

②医療提供体

制の整備

・地域の医療機関等の連携

による発症後の急性期から

回復期・慢性期に至るまで

の医療提供体制及び生活

期・維持期においても適切

なリハビリテーションなど

多職種による支援体制の整

備

・限られた医療資源を有効

に活用しつつ、医療機能が

十分でない医療圏について

は、隣接する医療圏との連

携を図ることにより、適切

な治療を早期に受けられる

医療体制の整備を推進

・かかりつけ医機能の充実

や病診連携の推進

・在宅歯科医療連携室の活

用による多職種で連携した

在宅歯科医療及び口腔管理

の充実の推進

・在宅等の療養生活を支え

る在宅療養支援診療所や訪

問看護ステーション、在宅

療養支援歯科診療所、訪問

薬剤管理指導を実施する薬

局、訪問リハビリテーショ

ン等の充実に関する方策に

ついて、関係機関と連携し

て推進

・訪問看護人材の資質向上

・在宅療養患者に対し適切

なリハビリテーションが提

供される体制整備

・在宅医療と介護連携を推

進するため、市町村、地域

包括支援センター職員等を

対象とする研修の実施、在

宅医療・介護の関係者から

なる広域的な会議・研修等

の開催

4



基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

訪問看護人材の育成

・訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看
護師の相互研修を実施。
・訪問看護ステーションで働く看護師が「特定行
為研修」を受講する費用を助成。
・訪問看護ステーションに初めて就労した新人訪
問看護職員を対象に実施する同行訪問研修に対す
る費用を助成。

・訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看
護師の相互研修を実施。
　令和4年7月6日、7月15日、8月8日
・訪問看護ステーションで働く看護師が「特定行
為研修」を受講する費用を助成。
　14施設、16名
・訪問看護ステーションに初めて就労した新人訪
問看護職員を対象に実施する同行訪問研修に対す
る費用を助成。
　95団体

・訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看
護師の相互研修を実施。
　令和5年7月4日、7月13日、7月18日、7月19日、
8月3日、8月4日、8月7日
・訪問看護ステーションで働く看護師が「特定行
為研修」を受講する費用を助成。
　17施設、19名
・訪問看護ステーションに初めて就労した新人訪
問看護職員を対象に実施する同行訪問研修に対す
る費用を助成。
　84団体

Ⅱ（１）
②医療提供体制

の整備

・感染症発生・まん延時や災
害時の有事における医療体制

の整備
（第２期計画新項目）

感染症発生・まん延時や災害発生時等の有事にお
ける地域の医療資源の有効活用のための検討
健（検）診や必要な医療機関受診を控えることが
ないよう医療保険者や市町村などの関係機関と連
携した啓発
災害発生時など通常の診療体制の継続か困難とな
る状況を平時から想定し、主治医をはじめとする
医療、保健、福祉などの関係者が、患者とその家
族に対し常時必要となる内服薬の備蓄及びお薬手
帳や保険証の携帯、避難方法の検討などについて
働きかけ

- -
・感染症発生・まん延時の医療提供体制を確保す
るべく、県内医療機関と医療措置協定の締結を進
めた。

障害者総合支援法や児童福祉法等の制度・サービ
スの周知

・福祉ガイドブックの作成、配布。
・福祉ガイドブックの作成、配布。
　本冊5,080部、音声コード版302部、点字版382
部、音声版135枚

・福祉ガイドブックの作成、配布。
　本冊4,100部、音声コード版255部、点字版382
部、音声版135枚

・福祉ガイドブックの作成、配布。
　本冊4,700部、音声コード版370部、点字版492
部、音声版135枚

高次脳機能障害支援普及事業の実施

①高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援
普及事業
　高次脳機能障害者に対する専門性の高い相談支
援を行うとともに、高次脳機能障害の支援手法等
に関する研修や、高次機能障害に対する理解を促
進するための普及啓発等を実施。
②高次脳機能障害者社会復帰促進事業
　高次脳機能障害者の家族による相談会（ピアカ
ウンセリング）を実施し当事者や家族の悩みを軽
減することなどにより、高次脳機能障害者の社会
復帰を促進。

①高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援
普及事業
　高次脳機能障害者に対する専門性の高い相談支
援を行うとともに、高次脳機能障害の支援手法等
に関する研修や、高次機能障害に対する理解を促
進するための普及啓発等を実施。
  高次脳機能障害支援拠点機関：２箇所設置
②高次脳機能障害者社会復帰促進事業
　高次脳機能障害者の家族による相談会（ピアカ
ウンセリング）を実施し当事者や家族の悩みを軽
減することなどにより、高次脳機能障害者の社会
復帰を促進。
　定期相談：月２回

①高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援
普及事業
　高次脳機能障害者に対する専門性の高い相談支
援を行うとともに、高次脳機能障害の支援手法等
に関する研修や、高次機能障害に対する理解を促
進するための普及啓発等を実施。
  高次脳機能障害支援拠点機関：２箇所設置
②高次脳機能障害者社会復帰促進事業
　高次脳機能障害者の家族による相談会（ピアカ
ウンセリング）を実施し当事者や家族の悩みを軽
減することなどにより、高次脳機能障害者の社会
復帰を促進。
　定期相談：月２回

失語症者向け意思疎通支援者の養成・派遣

・失語症者向け意思疎通支援者養成・派遣を実
施。
○失語症者向け意思疎通支援者養成講習会の開催
　2021年9月～2022年2月(全10回)、13名受講
○失語症者向け意思疎通支援者の派遣
　2021年度末時点　15件

・失語症者向け意思疎通支援者養成・派遣を実
施。
○失語症者向け意思疎通支援者養成講習会の開催
　2022年9月～2023年2月(全10回)、17名受講
○失語症者向け意思疎通支援者の派遣
　2023年3月末現在　30件

・失語症者向け意思疎通支援者養成・派遣を実
施。
○失語症者向け意思疎通支援者養成講習会の開催
　2023年9月～2024年2月(全10回)、19名受講
○失語症者向け意思疎通支援者の派遣
　2024年3月末現在　41件

・失語症者向け意思疎通支援者養成・派遣を実
施。

Ⅱ（２）

①循環器病の

療養に関する

適切な情報提

供及び相談支

援の推進

・循環器病患者の療養生活

に必要な情報の整理及び関

係機関における情報提供の

促進

・患者や家族の悩みに対す

る関係機関の連携による相

談支援の推進

・循環器病に関する知識を

有する地域支援者の育成

・循環器病の後遺症に関す

る理解の促進のための啓発

の実施

5



基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

定期健康診断（心電図及び内科検診）の説明、実
施
学校生活管理指導表（心疾患・腎疾患）の作成

・各学校で内科検診や心電図をはじめとする定期
健康診断を実施し、異常の疑いがあった児童生徒
への受診勧告、学校生活管理指導表の作成により
児童生徒の循環器病の早期発見・適切な疾病管理
に取り組んでいる。
・児童生徒の発達段階に合わせ、体育科・保健体
育科の教科等で生活習慣病予防や心肺蘇生法等の
知識と技術の習得を目指した保健教育を計画的に
実施。

・各学校で内科検診や心電図をはじめとする定期
健康診断を実施し、異常の疑いがあった児童生徒
への受診勧告、学校生活管理指導表の作成により
児童生徒の循環器病の早期発見・適切な疾病管理
に取り組んでいる。
・児童生徒の発達段階に合わせ、体育科・保健体
育科の教科等で生活習慣病予防や心肺蘇生法等の
知識と技術の習得を目指した保健教育を計画的に
実施。

・各学校で内科検診や心電図をはじめとする定期
健康診断を実施し、異常の疑いがあった児童生徒
への受診勧告、学校生活管理指導表の作成により
児童生徒の循環器病の早期発見・適切な疾病管理
に取り組んでいる。
・児童生徒の発達段階に合わせ、体育科・保健体
育科の教科等で生活習慣病予防や心肺蘇生法等の
知識と技術の習得を目指した保健教育を計画的に
実施。

【再掲】学童期から思春期の児童生徒に対し、生
活習慣病予防のために知識や技術を普及させるこ
とを目的として、地域及び学校教諭を対象とした
研修会を開催する。

・子どもの成長に合わせて健康的な生活習慣獲得
を促すために必要な知識や活用できる教材の紹
介、保護者支援や地域保健と学校保健の連携に関
する研修会を開催。（動画配信型研修）
　開催日：令和3年7月21日から9月1日まで、申込
者：115人、視聴回数：167回

・子どもの成長に合わせて健康的な生活習慣獲得
を促すために必要な知識や活用できる教材の紹
介、保護者支援や地域保健と学校保健の連携に関
する研修会を開催。（動画配信型研修）
　開催日：令和4年11月18日から12月23日まで

・子どもの成長に合わせて健康的な生活習慣獲得
を促すために必要な知識や活用できる教材の紹
介、保護者支援や地域保健と学校保健の連携に関
する研修会を開催。（動画配信型研修）
　開催日：令和5年12月15日から令和6年1月19日
まで

小児在宅医療普及推進事業

医療的ケア児が在宅においても安心して療養でき
るよう、小児在宅医療に対応できる医師の養成や
小児在宅医療関連従事者間での連携構築を目的と
した研修を実施。
・地域の小児在宅医療の代表者等による小児在宅
医療推進に係る調整会議を開催し、研修内容の策
定・評価を実施。
　令和3年6月6日、9月12日、令和4年1月30日
・小児在宅医療に対応できる診療所医師を増加さ
せるため、小児在宅医療に従事する医師向け研修
を開催。
　令和3年10月17日
・多職種間での小児在宅医療連携体制が構築され
るよう、小児医療従事者ネットワーク構築研修を
開催。
　令和3年7月17日、10月30日、11月6日

医療的ケア児が在宅においても安心して療養でき
るよう、小児在宅医療に対応できる医師の養成や
小児在宅医療関連従事者間での連携構築を目的と
した研修を実施。
・地域の小児在宅医療の代表者等による小児在宅
医療推進に係る調整会議を開催し、研修内容の策
定・評価を実施。
　令和4年5月29日、9月28日、令和5年2月25日
・小児在宅医療に対応できる診療所医師を増加さ
せるため、小児在宅医療に従事する医師向け研修
を開催。
　令和4年10月23日（84名）
・多職種間での小児在宅医療連携体制が構築され
るよう、小児医療従事者ネットワーク構築研修を
開催。
　令和4年9月3日（57名）、11月5日（66名）、令
和5年2月4日（87名）

医療的ケア児が在宅においても安心して療養でき
るよう、小児在宅医療に対応できる医師の養成や
小児在宅医療関連従事者間での連携構築を目的と
した研修を実施。
・地域の小児在宅医療の代表者等による小児在宅
医療推進に係る調整会議を開催し、研修内容の策
定・評価を実施。
　令和5年5月20日、9月3日、令和6年2月17日
・小児在宅医療に対応できる診療所医師を増加さ
せるため、小児在宅医療に従事する医師向け研修
を開催。
　令和5年10月9日（66名）
・多職種間での小児在宅医療連携体制が構築され
るよう、小児医療従事者ネットワーク構築研修を
開催。
　令和5年10月21日（174名）、12月16日（56
名）、令和6年2月10日（84名）

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業

小児慢性特定疾病児童等及びその家族を対象に、
療養生活相談や専門医による講演会、患者・家族
同士の交流会等を実施するとともに、適切な支援
が提供できるよう医療機関、学校等の関係機関と
の連携会議を開催して、連携強化を図った。
【2021年度実績】
・関係機関等連携会議　6回（各保健所）
・ピアカウンセリング事業　3回（各保健所）
・相談支援事業（医療給付申請時面接、家庭訪問
等）
　面接　延572件
　訪問　延126件

小児慢性特定疾病児童等及びその家族を対象に、
療養生活相談や専門医による講演会、患者・家族
同士の交流会等を実施するとともに、適切な支援
が提供できるよう医療機関、学校等の関係機関と
の連携会議を開催して、連携強化を図る。
【2022年度実績】
・交流会４回
・事例検討６回
・連携会議６回
・相談支援事業（医療給付申請時面接、家庭訪問
等）
　面接　延599件
　訪問　延206件

小児慢性特定疾病児童等及びその家族を対象に、
療養生活相談や専門医による講演会、患者・家族
同士の交流会等を実施するとともに、適切な支援
が提供できるよう医療機関、学校等の関係機関と
の連携会議を開催して、連携強化を図る。
【2023年度実績】
・交流会11回
・事例検討19回
・連携会議22回
・相談支援事業（医療給付申請時面接、家庭訪問
等）
　面接　延1,039件
　訪問　延317件

医療的ケア児等コーディネーターの養成

・医療的ケア児等への支援の総合調整に必要な専
門知識やスキルを習得するための養成研修を実
施。（全4日間）
　受講者：55名（名古屋市除く）全日程終了

・養成研修修了者やコーディネーターとして市町
村に配置されている者にスキル向上のためのフォ
ローアップ研修を実施。（圏域別7回）
　受講者：93名（名古屋市除く）全日程終了

・医療的ケア児等への支援の総合調整に必要な専
門知識やスキルを習得するための養成研修を実
施。（全4日間）
　受講者：66名（名古屋市除く）全日程終了

・養成研修修了者やコーディネーターとして市町
村に配置されている者にスキル向上のためのフォ
ローアップ研修を実施。（全体研修1日間）
　受講者：58名（名古屋市除く）　全日程終了

・医療的ケア児等への支援の総合調整に必要な専
門知識やスキルを習得するための養成研修を実
施。（全4日間）
　受講者：70名（名古屋市除く）全日程終了

・養成研修修了者やコーディネーターとして市町
村に配置されている者にスキル向上のためのフォ
ローアップ研修を実施。（各医療的ケア児支援セ
ンターにて実施）
　受講者：99名（名古屋市除く）　全日程終了

Ⅱ（２）

②ライフス

テージに応じ

た循環器病対

策の推進

ア小児期・若

年期

・こどもの頃からの健康的

な生活習慣の確立、生活習

慣病の予防及び心肺蘇生法

等の知識と技術の習得のた

めの保健教育を実施

・学校心臓検診による児童

生徒の循環器病の早期発見、

疾患管理に係る取組の実施

・医療的ケア児が、在宅に

おいても安心して療養でき

るよう、小児在宅医療に対

応できる医師の養成や小児

在宅医療関連従事者間での

連携構築を目的とした研修

の開催

・成長過程を通じた切れ目

ない支援を行うことが出来

るよう、移行医療の現状の

把握などの体制整備の検討

及び関係機関の連携による

相談支援や児童の自立支援

の推進
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基本方針
方策

（計画記載内容を箇条書きにしたも
の）

関連事業及び取組内容 2021年度の取組状況 2022年度の取組実績 2023年度の取組実績 2024年度の取組(予定）

【再掲】働く世代の健康づくり促進のために、健
康経営を推進する企業を支援する。

・企業の健康経営を推進するための方策を検討す
る愛知県健康経営促進検討会議の開催。　開催
日：令和3年12月
・ 健康経営支援ポータルサイト「あいち健康経
営ネット」の運営。
「愛知県健康経営推進企業」登録数571法人（令
和4年3月末現在）の健康経営に関する取組や、健
康づくりに役立つ各種情報を紹介。
・「あいち健康経営アワード 2021」の開催。
「愛知県健康経営推進企業」の登録企業のうち、
優れた取組を実施する法人を表彰。
　募集期限：令和4年3月11日まで　表彰式：令和
4年9月1日
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」の配信。
 利用企業・団体数：558企業団体、ダウンロード
数：23,502 回（令和4年3月末現在）

・企業の健康経営を推進するための方策を検討す
る愛知県健康経営促進検討会議の開催。　開催
日：令和5年2月（書面開催）
・ 健康経営支援ポータルサイト「あいち健康経
営ネット」の運営。
「愛知県健康経営推進企業」登録数法人658件
（令和5年3月31日現在）の健康経営に関する取組
や、健康づくりに役立つ各種情報を紹介。
・「あいち健康経営アワード 2022」の開催。
「愛知県健康経営推進企業」の登録企業のうち、
優れた取組を実施する法人を表彰。
　募集期限：令和5年3月10日まで　表彰式：令和
5年9月6日
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」の配信。
 利用企業・団体数：691企業団体、ダウンロード
数：37,272 回（令和4年10月末現在）

・企業の健康経営を推進するための方策を検討す
る愛知県健康経営促進検討会議の開催。　開催
日：令和6年3月25日（オンライン開催）
・ 健康経営支援ポータルサイト「あいち健康経
営ネット」の運営。
「愛知県健康経営推進企業」登録数法人749件
（令和6年3月31日現在）の健康経営に関する取組
や、健康づくりに役立つ各種情報を紹介。
・「あいち健康経営アワード 2023」の開催。
「愛知県健康経営推進企業」の登録企業のうち、
優れた取組を実施する法人を表彰。
　募集期限：令和6年3月15日まで　表彰式：令和
6年10月23日
・健康マイレージ連携アプリ「あいち健康プラ
ス」の配信。
 利用企業・団体数：832 企業団体、ダウンロー
ド数：58,083 回（令和6年3月末現在）

病気を抱える従業員が安心して働くことができる
職場づくりを促進するために、企業等に対し仕事
と治療の両立支援の周知啓発を行う。

・主に中小企業の経営者、人事労務担当者を対象
に、治療と仕事の両立について理解を深め、普及
啓発を図るためのセミナー（基調講演、両立支援
好事例の紹介）を県内2ヶ所で開催するととも
に、オンデマンドによる配信を実施。
令和3年10月21日（名古屋）、申込者43人
令和3年11月25日（刈谷）、申込者46人
令和3年12月21日から令和4年1月21日まで（オン
デマンド）、申込者200人
・「治療と仕事の両立支援取組事例集」の配布
・啓発ちらしの配布

・仕事と治療の両立支援の取組事例や労働者の望
む支援を広く周知するため、治療と両立して就労
している労働者及び両立支援に積極的に取り組ん
でいる事業所等にヒアリングを行い、取組事例と
してその内容を読みやすい冊子にまとめ、県内事
業所等へ広く配布。（2,000部配布）

・仕事と治療の両立支援への理解と普及啓発を図
るため、中小企業向けのセミナー、事業主や労働
者等を対象とした個別相談会を実施。
令和5年12月6日（名古屋）、参加者28人
令和6年1月23日（刈谷）、参加者24人

・治療と仕事の両立支援への理解と普及啓発を図
るため、中小企業向けのセミナーを開催。(2回)

障害者の雇用促進のために、障害者雇用に取り組
む企業を支援する。

・企業の経営者や人事労務担当者に障害者雇用事
例の紹介等を行う「障害者雇用促進トップセミ
ナー」を開催。
・企業向け障害者雇用相談窓口「あいち障害者雇
用総合サポートデスク」で、企業に対する相談を
実施。：相談件数6,110件（令和3年度実績）
・障害者を初めて雇用した企業に「愛知県中小企
業応援障害者雇用奨励金」を支給。：支給件数40
件（令和3年度実績）

・企業の経営者や人事労務担当者に障害者雇用事
例の紹介等を行う「障害者雇用促進トップセミ
ナー」を開催。：2023年２月２日開催 参加者数
240名
・企業向け障害者雇用相談窓口「あいち障害者雇
用総合サポートデスク」で、企業に対する相談を
実施。：相談件数6,378件（2023年3月末現在）
・障害者を初めて雇用した企業に「愛知県中小企
業応援障害者雇用奨励金」を支給。：支給件数54
件（2023年3月末現在）

・企業の経営者や人事労務担当者に障害者雇用事
例の紹介等を行う「障害者雇用促進トップセミ
ナー」を開催。：2024年2月6日開催　参加者262
名
・企業向け障害者雇用相談窓口「あいち障害者雇
用総合サポートデスク」で、企業に対する相談を
実施。：相談件数6,678件（2024年3月末現在）
・障害者を初めて雇用した企業に「愛知県中小企
業応援障害者雇用奨励金」を支給。：支給件数69
件（2024年3月末現在）

保健事業と介護予防の一体的実施のための体制整
備の促進

・令和３年11月12日に、愛知県後期高齢者医療広
域連合と共催で高齢者の保健事業と介護予防等の
一体的実施に関する研修会を開催。
参加者：市町村の医療専門職等79名及び県保健所
等の関係機関21名
内容：有識者による講演「課題分析・健康課題の
抽出のポイントについて」及びグループワークを
実施。

・令和４年９月30日に、愛知県後期高齢者医療広
域連合と共催で高齢者の保健事業と介護予防等の
一体的実施に関する研修会を開催。
参加者：市町村の医療専門職等58名及び県保健所
等の関係機関６名
内容：有識者による講演「一体的実施の意義と目
指すところ～対象者アセスメントと事業評価の考
え方」「後期高齢者への保健指導のポイントと留
意点」及びグループワークを実施。

・市町村の医療専門職や関係課職員、県保健所等
を対象とした、保健事業と介護予防の一体的実施
に関する研修会の開催。
第1回：令和５年８月30日
参加者：市町村の医療専門職、県保健所等（56
名）
内容：県内の好事例の横展開（取組発表）、グ
ループワーク
第2回：令和６年１月24日
参加者：市町村の医療専門職、県保健所等（66
名）
内容：有識者による講演「一体的実施のPDCAによ
る効果的な事業展開」

・市町村の医療専門職や関係課職員、県保健所等
を対象とした、保健事業と介護予防の一体的実施
に関する研修会の開催。（第1回：令和6年9月、
第2回：令和6年12月頃）

【再掲】地域包括ケアの推進

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。
（全８回実施）
・入退院支援ルール策定を目的としたモデル事業
を３ヵ年（令和３年度～令和５年度）にわたって
実施。（全９回実施）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（全２回実施）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（１回実施）

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。(8
回　延1,835名参加）
・入退院支援ルール策定を目的としたモデル事業
を３ヵ年（令和３年度～令和５年度）にわたって
実施。(9回　延363名参加）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（2回）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（1回　136名参加）

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。(8
回　延1,263名参加）
・入退院支援ルール策定を目的としたモデル事業
を３ヵ年（令和３年度～令和５年度）にわたって
実施。(9回　延340名参加）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（2回　延145名参加）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（1回　99名参加）

・国立長寿医療研究センターへの相談窓口の設置
及び市町村職員等を対象とした研修会の開催。(8
回程度　延1,263名参加）
・保健所における、管内市町村の在宅医療・介護
連携の強化や課題解決のための会議等の開催。
・県内の在宅医療・介護連携の実務者によるネッ
トワーク会議の開催。（2回　延145名参加）
・保健、医療、福祉関係者の連携強化に資する調
査及びシンポジウムの開催。（1回　99名参加）

人生の最終段階における医療体制整備事業
平成30年度から令和2年度にかけて養成した相談
員が各地域におけるリーダーとなり、研修の開催
等の取組を実施。

平成30年度から令和2年度にかけて相談員を養成
した。その後は養成した相談員が各地域における
リーダーとなって研修の開催等の取組を実施。

平成30年度から令和2年度にかけて相談員を養成
した。その後は養成した相談員が各地域における
リーダーとなって研修の開催等の取組を実施。

Ⅱ（２）

②ライフス

テージに応じ

た循環器病対

策の推進

イ働く世代

・従業員等に対する循環器

病の発症・重症化予防や循

環器病に関する正しい知識

の啓発及び企業や医療保険

者が実施する健康づくりや

健康管理の取組の推進

・治療をしながら仕事を継

続するための、企業と医療

機関（主治医）との情報共

有の必要性や、産業医の活

用等についての周知

・病気を抱える従業員が安

心して働くことができる職

場づくりのために、経営者

や人事労務担当者等に周知

啓発を実施

・障害特性に応じた就労支

援を行うとともに、障害者

の受け入れから職場定着ま

で、一連の企業向け支援を

実施

Ⅱ（２）

②ライフス

テージに応じ

た循環器病対

策の推進

ウ高齢期

・循環器病の発症・重症

化・再発予防のため、危険

因子や基礎疾患の管理の重

要性について啓発を実施

・市町村等における高齢者

の保健事業と介護予防の一

体的実施の取組について、

事業が着実に進むよう支援

・在宅医療と介護の連携を

推進するため、市町村、地

域包括支援センター職員等

を対象とする研修及び在宅

医療・介護の関係者からな

る広域的な会議・研修等の

実施

・終末期において、アドバ

ンスケアプランニング（人

生会議）による個人の意思

決定に基づいた緩和ケアが

提供されるよう、人生の最

終段階に受ける医療・ケア

に対する意思決定支援方法

やコミュニケーション技術、

多職種との連携方法等の研

修開催し意思決定支援に対

応できる人材を育成
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